
（単位：円）

金 　　　額 金　　 　額

流    動    資    産 209,577,380 512,116,316

16,875,452 400,000,000

67,648,850 20,863,311

8,080,293 20,702,941

113,762,116 34,716,800

3,269,034 17,350,700

483,266 8,466,564

125,210 10,016,000

△ 666,841

固    定    資    産 1,171,157,278 固    定    負    債 127,248,041

 　有 　形　固  定  資  産 1,117,723,385 119,813,041

43,005,477 7,300,000

4,064,701 135,000

50,001

502,923,870

5,195,614 639,364,357

562,483,722

   無  形  固  定  資  産 1,396,507 株    主    資    本 741,423,101

915,545  　資　      本     　 金 22,500,000

480,962 　 資   本   剰   余   金 35,489,060

52,037,386 35,489,060

36,988,236 　 利   益   剰   余   金 683,434,041

140,000    そ の 他 利 益 剰 余 金 683,434,041

14,909,150 683,434,041

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △ 52,800

 　その他有価証券評価差額金 △ 52,800

741,370,301

1,380,734,658 1,380,734,658

そ の 他 の 投 資 等      繰 越 利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

   投 資 そ の 他 の 資 産    資   本   準   備   金

投 資 有 価 証 券

出 資 金

車 両 運 搬 具

工具・器具・備品 負 債 合 計

土 地 　( 純 　資 　産　 の　 部 )　　

繰 延 税 金 負 債

建 物 役員退職慰労引 当金

構 築 物 預 り 保 証 金

機 械 装 置

そ の 他 の 流 動 資 産 賞 与 引 当 金

貸 倒 引 当 金

短 期 貸 付 金 未 払 法 人 税 等

貯 蔵 品 未 払 消 費 税

前 払 費 用 預 り 金

現 金 及 び 預 金 短 期 借 入 金

未 収 運 賃 未 払 金

未 収 金 未 払 費 用

( 令和2年３月３１日 現在 )  

科　　　　　　　目 科　　　　　　　目

( 資　　産　　の　　部 )　　 ( 負　　債　　の　　部 )　　

流    動    負    債

第　７６　期　　決　算　公　告

令和2年6月17日 愛知県豊橋市磯辺下地町字東坪51番地

豊 鉄 観 光 バ ス 株 式 会 社

代 表 取 締 役　　藤 田　信 彰

 貸　借　対　照　表  



 １.重要な会計方針に係る事項に関する注記

 　　(1) 資産の評価基準及び評価方法

①棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　 貯　蔵　品 移動平均法による原価法

　（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

　　り算定）

②有価証券の評価基準及び評価方法

　　そ の 他 有 価 証 券

　　　 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　　売却原価は移動平均法により算定）

　　　 時価のないもの 移動平均法による原価法

 　　(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産 定　額　法

　　なお、取得価額が10万円以上20万円未満の減価償却資産については３年間で均等償却する

　　方法を採用しております。

②無形固定資産 定　額　法

 　　(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金 債権の貸倒損失による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

②賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のう

ち当期の負担額を計上する方法を採用しております。

③役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額

を計上しております。

 　　(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 ２.当期純損益金額

当期純利益 89,841,277 円

個　別　注　記　表


